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１ はじめに

児童虐待対応の中では、保護者の社会的孤立や援助拒否が大きな課題となっ

ている。たとえば厚生労働省が行っている子ども虐待による死亡事例等の検証

第６次報告（厚生労働省２０１０）ではネグレクトのリスク要因として「健診を

受けさせない」や「長期間子どもを確認することができない」などが挙がって

おり、第７次報告（厚生労働省２０１１）では「家庭訪問を拒否する」や「子ど

もを他者に会わせない」などが指摘されている。特に虐待死亡事例では第３次

報告（厚生労働省２００７）で、死亡事例の６９．５％に地域社会との接触の乏しい

家庭状況がみられると指摘している。

これらの課題に対しての研究は、「援助拒否」については論文検索サイト

CiNiiで２０１１年１１月１日現在４件であり、高齢者の援助拒否が３件、利用者

の援助拒否から福祉労働の在り方を考える文献が１件であった。

「引きこもり」については同サイトで３８８件の文献があったが、そのほとん

どが精神障害者や不登校、青年期の就労・自立困難に関するものであった。ま

たその対応策として鈴木（２００５）が述べるように、本人支援や親の会を中心と

した家族支援に関するものが中心である。保護者の引きこもりが子どもに与え

る影響については小野・角田（２００７）の事例報告のみであり、親子両方の引き
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こもりについては、間取りとの関係を記事にしたアエラの記事（２００５）と子ど

もの体験不足について検討した高山（２００４）の文献のみであった。金子

（２００９）はリスクがありながら援助を求めない家族への支援について東京都の

子ども家庭支援センターやイギリスの対応を調査したうえで地域での支援ネッ

トワークのあり方を検討しているが、関係機関への聞き取りという研究方法で

あるため、個別の事例や児童虐待への対応の実態についての分析はない。

「社会的孤立」については同サイトで１０６件の文献があったが、やはり精神

障害者や高齢者を対象にしたものがほとんどで、高齢者の孤独死や家族の孤立

も検討されており、ネットワーク作りが主要な支援策として提案されていた。

後藤（２００９）はMeeuwesenを引用しながら、「社会的孤立」を「意味のある

ソーシャルネットワークの欠如した状態」とし、貧困やライフイベント、失業、

生活環境などを要因として挙げ、社会的排除概念との関連を考察ながらソー

シャルサポートネットワークの欠如が課題の第１として挙げている。児童虐待

に関連するものとしては、花野（２０００）は虐待を生む要因の中で社会的孤立が

重要な要因であることを指摘しているが、研究対象は障害児施設に入所してい

る２例のみである。また三井（２０１０）は子育ての孤立化を、育児負担の集中、

転勤、社会的孤立などをキーワードに検討しているが、研究方法は文献と１つ

の地域子育て支援センターのスタッフの記録だけであり、社会的孤立と児童虐

待との直接的な関係を明らかにはできていない。津崎（２００５）は里親が里子を

死亡させた事件を分析し、児童相談所等の支援のなさが里親の社会的孤立を生

み、事件に至ったと分析している。しかし論点は制度や体制が中心で、児童虐

待全般と社会的孤立について検討はされていない。

このように引きこもりや援助拒否、社会的孤立について、ネグレクトを含む

児童虐待との関連で検討した研究はない。

２ 研 究

（１）目的

筆者はこれまで市町村が対応したネグレクト事例について、その実態や対応

策を研究してきた（安部２０１１a、２０１１c）。その中で一部引きこもりや援助拒否
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について分析を行ったが、ここでは子どもの被害や家族背景を分析し、保護者

の引きこもりや援助拒否と子どものネグレクトとの関連について検討すること

を目的とする。

（２）対象

筆者は２０１０（平成２２）年度に児童関連サービス調査研究等事業の一環とし

て財団法人こども未来財団の委託を受け「要保護児童対策地域協議会のネグレ

クト家庭への支援を中心とした機能強化に関する研究」を、主任研究者として

全国の市区町村を対象とした質問紙調査として実施した（安部２０１１a）。そこ

では東京都や政令指定都市の区を含めた全国の１，９０１市区町村のすべてを対象

に、各市区町村の対応したネグレクト事例の収集を行った。

今回の研究は、ここで収集された事例を対象とする。

（３）方法

調査は全国のすべての市区町村の「子ども家庭相談担当課」宛に調査票を送

付し、郵送で回答を求める方法で行った。調査票は２０１０年９月に送付し、１０

月を締め切りとした。なお調査に関する同意書は徴収せず、調査票への回答に

よって同意が得られたと解釈する。そのため、回答は任意であり回答しないこ

とでの不利益はないことを質問票に付した依頼文で明示した。

調査は、各市区町村が２０１０（平成２２）年度の要保護児童対策地域協議会の

（進行）管理台帳か虐待事例の受付簿からネグレクト事例を選定し、たとえば

名簿の３番目、８番目、１３番目、１８番目など無作為に１０事例を限度に選び、

その事例について該当する事項を市区町村職員が該当項目を記入したり、別紙

の「選択肢一覧表」から選ぶ方法で実施した。

（４）倫理的配慮

調査にあたっては、研究趣旨と守秘義務や情報管理などを説明した依頼文を

質問票に同封して送付した。回答は各自治体職員に記入をお願いし、また自治

体名を記入しない回答であるため、自治体名から個人が特定されることを防止

できる。また結果はすべて統計的に処理することで、個人情報保護を徹底した。

なおこの調査は、２０１０（平成２２）年９月９日に日本社会事業大学倫理委員

会の承認（受付番号１０－０４００２）を得て実施した。
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３ 結 果

（１）回答

調査票は全国の全市区町村、合計１，９０１市区町村に送付し、７１３市区町村

（回答率３７．５％）から回答があり、２，８７０人分の事例が集まった。

（２）分析方法

調査票では事例（子ども）ごとに様々な情報が記載されているが、この研究

では「（D）保護者・家庭状況」の中の「�引きこもり（孤立）」と「�援助

を拒否」が選ばれている事例が、「（D）保護者・家庭状況」の他の項目や

「（C）子どもの状況」、および「（F）児童相談所の関与」とどのように関連が

あるかを PASW Stetistics１８（SPSS）を使い統計的に分析した。なお（C）（D）

（F）とも複数回答である。

（３）引きこもりと援助拒否の頻度と相互関係

（表１）のように市区町村が対応したネグレクト事例のうち、引きこもりは

全体の６．６％、援助拒否は全体の１２．９％であった。しかし援助拒否と引きこ

もりの重複事例は全体の２．１％で、あまり多くなかった。ただ両者は０．１％水

準で有意な関係があった。このことは、引きこもりのうち援助拒否がある割合

は、ひきこもりのない援助拒否よりも有意に多いことを意味している。

（４）年齢分布

子どもの年齢による出現割合については（表２）のように、どちらも有意差

はなく、子どもの発達段階と引きこもり（孤立）も援助拒否も関連がないと考

えられる。

（表１）引きこもりと援助拒否の相互関係

援助拒否

なし あり 計

引きこ

もり

なし ２，３６７（８２．７％） ３０８（１０．８％） ２，６７５（９３．４％）

あり １２７（４．４％） ６１（２．１％） １８８（６．６％）

計 ２，４９４（８７．１％） ３６９（１２．９％） ２，８６３（１００％）

Ｐ＜０．００１
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（５）家族構成

（表３）のように、引きこもりについて家族構成での有意差はないが、割合

が高い順は、実母＋祖父母（９．５％）、実父＋実母＋祖父母（８．５％）、実父＋実

母（７．５％）で、一般的には養育力があると思われる世帯の割合が高い。

一方援助拒否は５％水準の有意差があった。割合が高い順は実父＋継母

（１９．４％）、継父＋実母（１６．２％）、実母＋内夫（１５．５％）であり、一般的に不

安定な家庭状況が推察される世帯の割合が高かった。

（６）子どもの被害との関連

子どもの被害との関係では（表４）のように、保護者が引きこもっている子

（表２）年齢分布

引きこもり（孤立） 援助拒否 計

０歳 ６（３．２％） １９（１０．１％） １８９（１００％）

１～６歳 ８２（７．１％） １４４（１２．５％） １１４８（１００％）

７～１２歳 ７２（６．４％） １５１（１３．３％） １１１９（１００％）

１３～１５歳 ２３（７．１％） ４３（１３．３％） ３２３（１００％）

１６歳以上 ５（８．３％） ６（１０．０％） ６０（１００％）

計 １８８（６．６％） ３６３（１２．８％） ２８３９（１００％）

χ２検定 ０．３２９ ０．６７６

（表３）家族構成

引きこもり 援助拒否 計

実母のみ ６２（６．５％） １３０（１３．６％） ９５３（１００％）

実母＋内夫 ３（２．６％） ③ １８（１５．５％） １１６（１００％）

実父のみ ６（３．６％） １６（９．６％） １６６（１００％）

実父＋実母 ③ ６６（７．５％） １２０（１３．６％） ８８１（１００％）

実父＋継母 ２（５．６％） ① ７（１９．４％） ３６（１００％）

継父＋実母 ３（２．３％） ② ２１（１６．２％） １３０（１００％）

実父＋実母＋祖父母 ② １２（８．５％） １０（７．１％） １４１（１００％）

実母＋祖父母 ① ２４（９．５％） ３２（１２．６％） ２５３（１００％）

計 １８５（６．５％） ３６１（１２．７％） ２８３２（１００％）

�2検定 ０．１０９ ０．０３３

○内の数字は割合の多い順
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どもの３９．６％に不登校がみられ、これは引きこもりのない他のネグレクト家

庭の２倍近い割合であり、有意差も高かった。また５％水準の有意差で子ども

への暴言（２１．８％）や健診未受診（１６．６％）も高く、有意差はないが発達の遅

れ（３３．７％）も平均より５ポイント多い。逆に保護者が引きこもっている影響

で、夜間の保護者の不在は平均の３分の１程度で０．１％未満の有意差で低かっ

た。

援助拒否において有意差が０．１％水準と極めて割合が多いのは、不登校

（３６．８％）、健診未受診（２２．３％）、病院未受診（１６．６％）など非社会的な項目

と、異臭（２３．２％）や下の子の面倒を見せる（２４．９％）、子どもへの保護者の

暴言（２３．３％）など不十分な養育や子どもへのしわ寄せもうかがわれる。また

１％水準で、子どもの不潔（４２．２％）や夜間の保護者不在（２８．２％）、口腔不

衛生（８．７％）などが高く、子どもへの多様な被害がうかがわれる。

（７）家庭状況

家庭や保護者の状況は（表５）のように、引きこもりは０．１％水準で精神障

害（疑いを含む）（３５．６％）、ウツ（疑）（３４．０％）などが、１％水準でゴミ屋

敷（２６．６％）と特定の宗教や信念（４．８％）が高かった。その背景として５％

水準で有意な、養育技術不安（５０．０％）や世代間連鎖（１７．６％）が関連してい

るかもしれない。

（表４）子どもの被害との関連

子ど
もの
不潔

発達
の遅
れ

家で
食事
して
ない

夜間
保護
者不
在

不登
校

下の
子の
面倒

子へ
の暴
言

異臭
健診
未受
診

子へ
の暴
力

病院
未受
診

怠学 非行
口腔
不衛
生

計

引き
こも
り

５９
（３１．９）

６３
（３３．７）

３７
（１９．８）

△＊＊＊

１４
（７．４）

＊＊＊

７４
（３９．６）

３０
（１６．０）

＊

４１
（２１．８）

３３
（１７．６）

＊

３１
（１６．６）

２０
（１０．６）

１９
（１０．２）

９
（４．８）

８
（４．３）

１３
（７．０）

１８７
（１００）

援助
拒否

＊＊

１５５
（４２．２）

１１７
（３１．９）

９８
（２６．７）

＊＊

１０４
（２８．２）

＊＊＊

１３５
（３６．８）

＊＊＊

９２
（２４．９）

＊＊＊

８６
（２３．３）

＊＊＊

８５
（２３．２）

＊＊＊

８２
（２２．３）

３６
（９．８）

＊＊＊

６１
（１６．６）

３５
（９．５）

＊

２９
（７．９）

＊＊

３２
（８．７）

３６７
（１００）

計
１００１
（３５．６）

８１２
（２８．９）

７２１
（２５．６）

６３９
（２２．３）

６３４
（２２．２）

４９５
（１７．３）

４６５
（１６．２）

４６３
（１６．２）

３２０
（１１．４）

２９９
（１０．４）

２５５
（９．１）

２３４
（８．３）

１５８
（５．６）

１４７
（５．２）

２８１３
（１００）

＊ｐ＜０．０５ ＊＊ｐ＜０．０１ ＊＊＊ｐ＜０．００１
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援助拒否は０．１％水準で、�家の不潔（３３．３％）やゴミ屋敷（２６．６％）など

の不衛生、�公金滞納（２３．０％）や近隣トラブル（１７．１％）などのトラブル、

�料理が作れない（２０．６％）など養育力不足など、多様な家庭要因が影響して

いると推察される。なお離婚経験はネグレクト家庭全体の４４％と多いが、援

助拒否では過半数にみられ、特定の宗教や信念（３．３％）と同じく５％水準で

有意で高い。

（８）児童相談所のかかわり

（表６）のように、市区町村が対応しているネグレクト事例全体の７６．６％

は児童相談所とのかかわりがあり、その内容はケース会議参加（３１．７％）や報

告（３２．７％）、家庭訪問（２４．４％）などである。

これに対して引きこもりは、報告（４４．６％）が０．１％で有意に多い以外は、

ほかのネグレクト事例と対応に差はない。

一方援助拒否については、０．１％水準で児童相談所のかかわり（８７．０％）が

あり、ケース会議の参加（４７．４％）や家庭訪問（３４．４％）、継続指導（２７．１％）

などを有意に多く行っている。このように児童相談所も援助拒否のあるネグレ

クト事例には積極的に事例に対応している。

しかしケース会議を主催（６．２％）したり、一時保護（１２．２％）や施設入所

（１０．０％）など児童相談所独自の権限発揮については、ネグレクト事例全体平

（表５）保護者や家庭状況

離婚
経験

養育
技術
不安

貧困
家の
不潔

生活
保護

ゴミ
屋敷

精神
障害
（疑）

借金
（疑）

知的
障害
（疑）

公金
滞納

ウツ
（疑）

料理
作れ
ない

世代
間連
鎖

動物
飼育

近隣
トラ
ブル

アル
コー
ル・
薬物

宗教
・信
念

計

引き
こも
り

８０
（４２．６）

＊

９４
（５０．０）

５７
（３０．３）

４８
（２５．５）

５３
（２８．２）

＊＊

５０
（２６．６）

＊＊＊

６７
（３５．６）

２４
（１２．８）

２８
（１４．９）

△＊＊

１５
（８．０）

＊＊＊

６４
（３４．０）

３５
（１８．６）

＊

３３
（１７．６）

＊

２４
（１２．８）

２１
（１１．２）

１２
（６．１）

＊＊

９
（４．８）

１８７
（１００）

援助
拒否

＊

１８６
（５０．４）

１６９
（４５．８）

１２８
（３４．８）

＊＊＊

１２３
（３３．３）

７８
（２１．１）

＊＊＊

９８
（２６．６）

７８
（２１．１）

＊＊

８０
（２１．７）

６１
（１６．５）

＊＊＊

８５
（２３．０）

６４
（１７．３）

＊＊＊

７６
（２０．６）

＊＊

６３
（１７．１）

４０
（１０．８）

＊＊＊

６３
（１７．１）

２６
（７．０）

＊

１２
（３．３）

３６７
（１００）

計
１，２７０
（４４．４）

１，１８７
（４１．５）

９０７
（３１．７）

７４２
（２５．９）

６５０
（２２．７）

５５０
（１９．２）

５３９
（１８．８）

４６２
（１６．１）

４４６
（１５．６）

４３９
（１５．３）

４２７
（１４．９）

４１３
（１４．４）

３６３
（１２．７）

２５１
（８．９）

２１７
（７．６）

１７５
（６．１）

５１
（１．８）

２８１３
（１００）

＊ｐ＜０．０５ ＊＊ｐ＜０．０１ ＊＊＊ｐ＜０．００１
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均と有意差がなく、同程度か少ない対応である。

４ 考 察

（１）引きこもり

ネグレクト事例における保護者の引きこもりに対して市町村で対応に苦慮し

ていることは（表６）の児童相談所への報告の多さからも推察される。しかし

児童相談所の関与は、ケース会議への参加や家庭訪問、継続指導などで平均よ

り４～６ポイント高いものの、他のネグレクトと有意な差がみられない。その

理由として（表４）のように、不登校や健診未受診など子どもも引きこもって

しまう傾向が強いが、子どもの不潔や食事、発達の遅れなど養育面での不十分

さは平均並みであり、また（表３）のように祖父母や両親がいる割合が平均よ

り高いため、子どもの被害はあまり大きくないと判断されているのではないか。

また（表５）のように保護者の精神疾患の割合が高いため援助者が病院任せ

になったり、子どもが不登校で保護者ともコンタクトが取りにくい「親子引き

こもり」状態なため、家庭内の状況が十分把握できないとも考えられる。

このようなことから引きこもりは、かかわりの難しさと同時に子どもへの被

害が低く評価されてしまう可能性が示唆される。

（表６）引きこもり・援助拒否への児童相談所のかかわり

関わ
りあり 報告 送致 一時

保護
施設
入所

ケース
会議
（参加）

ケース
会議
（主催）

家庭
訪問

継続
指導 計

引き
こもり １５３

（８２．３）

＊＊＊

８３
（４４．６）

２０
（１０．８）

２５
（１３．４）

１９
（１０．２）

６７
（３６．０）

１３
（７．０）

５６
（３０．１）

４１
（２２．０）

１８５
（１００）

援助
拒否

＊＊＊

３２０
（８７．０）

＊

１４２
（３８．６）

４０
（１０．８）

４５
（１２．２）

３７
（１０．０）

＊＊＊

１７５
（４７．４）

２３
（６．２）

＊＊＊

１２７
（３４．４）

＊＊＊

１００
（２７．１）

３６１
（１００）

計 ２１７４
（７６．６）

９２９
（３２．７）

２６５
（９．３）

３９７
（１４．０）

２８３
（１０．０）

９０２
（３１．７）

１４６
（５．１）

６９３
（２４．４）

５１８
（１８．２）

２８３２
（１００）

＊ｐ＜０．０５ ＊＊ｐ＜０．０１ ＊＊＊ｐ＜０．００１
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（２）援助拒否

援助拒否は市町村が対応したネグレクト事例の１２．９％でみられ、子どもは

不登校（３６．８％）や不潔（４２．２％）、夜間保護者がいない（２８．２％）、子への暴

言（２３．３％）、健診未受診（２２．３％）、病院未受診（１６．６％）などさまざまな被

害をネグレクト事例平均より有意に高い割合で受けていた。一方保護者は近隣

でもトラブル（１７．１％）が多く、家の不潔（３３．３％）もあり離婚の割合

（５０．４％）も高く再婚（３５．６％）や内縁関係（１５．５％）など過半数が複雑な家

庭状況であった。

そのため市区町村も平均より有意に高い援助拒否事例の８７％を児童相談所

に関わりを求め、児童相談所も他のネグレクトより有意に高い割合で家庭訪問

（３４．４％）や継続指導（２７．１％）を行っているが、一時保護（１２．２％）や施設

入所（１０．０％）の割合は平均と差がない。

以上の状況であるが、援助拒否が子どもの被害を生んでいるのか、子どもの

被害が放置でいない状況であるために関わる過程で保護者からかかわりを拒否

される、つまり「援助拒否」となるのか、その因果関係はこの研究では解明で

きない。しかし安定した夫婦・家族関係にないことと援助拒否に強い相関があ

ることは示唆される。

（３）引きこもりと援助拒否の共通点

引きこもりと援助拒否に関係する項目のうち共通して有意に多いのは、子ど

もに関しては不登校、子どもへの暴言、健診未受診であり、保護者に関しては

ゴミ屋敷、世代間連鎖、特定の宗教や信念であった。

これらの項目は、�不登校や健診未受診など保護者の社会的孤立の影響と考

えられるもの、�世代間連鎖や特定の宗教や信念など�の要因と考えられるも

の、�ゴミ屋敷など親子にかかわりが持てなくても外観から特定できるもの、

の３つのグループに分類できるかもしれない。

一方ネグレクト平均と両者とも有意差がない項目は、子どもに関して、発達

の遅れ、家で食事をしていない、子どもへの暴力、怠学であり、保護者に関し

ては、貧困、生活保護、知的障害（疑）、アルコール・薬物であった。

後藤（２００９）は社会的孤立に貧困や社会的排除があると指摘しているが、今
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回の調査結果からはそれに一部反する結果になった。このことから子どものネ

グレクト事例における引きこもりと援助拒否は、高齢者や思春期の子ども達の

抱えている社会的孤立とは異なった特徴を有すると推察される。つまり、貧困

や知的能力ではなく、世代間連鎖や特定の宗教や信念など保護者の成育歴が大

きく影響していることが示唆される。

ただ両者に共通する有意差の有無から、子どもへの暴言はあるが暴力がない、

保護者はゴミ屋敷だけれど子どもは食事をしている、特定の宗教や信念を持っ

ているがアルコールや薬物はないなど、近接しながら逆の結果になっている項

目がいくつかあることについて、今後さらに検討が必要である。

（４）ネグレクト事例における社会的孤立（引きこもりと援助拒否）

先行研究では社会的孤立について、ネグレクトを含め児童虐待との関連はほ

とんど研究されていない。また社会的拒否は後藤の言うように「ソーシャルサ

ポートネットワークの欠如」が課題であり、高齢者や不登校児、思春期の引き

こもりへの本人や家族支援が研究や社会の関心の中心である。さらに児童分野

における社会的孤立は育児の密室化や虐待リスクの面から語られることが多い。

しかし今回の研究結果から市区町村でのネグレクト対応においては、保護者

の引きこもりや援助拒否が子どもへの被害やかかわりの困難さに結びついてお

り、放置できない状況にありながら支援が困難という、より深刻な状況と考え

られる。さらに貧困や保護者の知的障害（疑い）が平均と差がないなど、同じ

ように「社会的孤立」という概念が、高齢者や思春期と違う内容を示している

可能性が示唆される。

また社会的孤立の内容と考えられる引きこもりと援助拒否は有意に強い影響

があるが、ネグレクト全体の中では重複事例は２％程度と少なかった。ネグレ

クトと社会的孤立の関係を考える場合に、社会的孤立の範囲や定義を明確にし

ないまま用いることに注意が必要と考える。

５ まとめ

今回の研究で、いくつかの新しい知見が得られた。

� 保護者の引きこもりは、保護者の精神疾患の割合が高く、子どもは不登校
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など非社会的な傾向も多いなど「親子引きこもり」状態であるが、祖父母同居

や両親での養育など家庭での養育力は高いと思われ、実態が不明な面も併せ、

子どもの被害は軽視されている傾向がうかがわれる。

� 保護者の援助拒否は、過半数が不安定な夫婦・家庭関係であり、子どもは

不登校など非社会的な行動と同時に、不潔や保護者からの暴言、子ども自身の

非行が多いなど広範な被害を受けている。しかし援助拒否が子ども達の被害を

生んでいるのか、子ども達の被害への支援にかかわって保護者から拒否される

のか、その因果関係は不明であるが、高い相関は推察される。

� 子どもの年齢や保護者の貧困や知的能力は、引きこもりも援助拒否でも有

意な差はなく、一般で言われる社会的孤立とは背景や要因が少し違っているこ

とが示唆される。

� 市町村は児童相談所にかかわりを求める割合が高く、児童相談所も家庭訪

問や継続指導は高い割合で行っているが、一時保護や施設入所など保護者との

分離に関しては平均と有意な差はない。

以上のように、市区町村が対応している児童虐待の第１位がネグレクトであ

るが、そのなかで保護者の引きこもりや援助拒否が子どもの被害を生み、親子

へのかかわりの難かしさが支援を困難にしている実態が明らかになった。

６ 今後の課題

今回の研究で対象とした引きこもりと援助拒否は社会的拒否とどのような関

係にあるかをさらに詳細に検討する必要がある。

またこの研究では、子どもの状況も保護者の状況も項目の定義や内容を規定

することなく、市区町村職員の主観的な判断により記入を依頼した点が課題で

ある。
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